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【健康保険勘定】 

 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 財務諸表作成の根拠法令 

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令（平成 20 年９月 26 日厚生労働省令第 144

号）に定める基準により作成しております。 

 

Ⅱ 重要な会計方針 

１．金銭の信託の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８～18 年 

工具備品 ３～20 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、協会内利用のソフトウェアについては、協会内におけ

る利用可能期間に基づいております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(4) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

なお、健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年６月 21 日法律第 83 号）附則第

15 条第３項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附

則第 16 条第２項の規定に基づき、国家公務員退職手当法（昭和 28 年８月８日法律第 182

号）第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）
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としての引き続いた在職期間を協会の職員としての在職期間とみなすことにより計上され

る額に相当する額についても、併せて計上しております。 

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(5) 役員退職手当引当金 

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

 

４．健康保険法第 160 条の３の準備金の計上基準 

健康保険事業に要する費用の支出に備えるため、健康保険法施行令（大正 15 年６月 30 日

勅令第 243 号）第 46 条に定める基準により、計上しております。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。 

 

６．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

Ⅲ 貸借対照表関係 

有形固定資産の減価償却累計額 8,476,404,100 円 

 

Ⅳ 損益計算書関係 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 6,488,284,519,399 円 

資金期末残高 6,488,284,519,399 円 

 

２．重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それ

ぞれ 6,445,522,963 円であります。 
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Ⅵ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

当協会は、資金運用については、健康保険法施行令（大正 15 年６月 30 日勅令第 243 号）

第１条の２に定める金融商品に限定しております。 

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従って、財務状況の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

リース取引は、設備投資等に係るものです。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 6,488,284,519,399 6,488,284,519,399 － 

(2) 未収入金 359,636,894,952    

貸倒引当金 △8,223,378,912   

 351,413,516,040  351,413,516,040  － 

(3) 被保険者貸付金 16,940,135 16,940,135 － 

(4) 金銭の信託 100,043,462,009 99,538,746,609 △504,715,400 

資産 計 6,939,758,437,583 6,939,253,722,183 △504,715,400 

(1) 未払金 756,571,922,246 756,571,922,246 － 

(2) リース債務 16,484,598,097 16,184,150,362 △300,447,735 

負債 計 773,056,520,343 772,756,072,608 △300,447,735 

 

(注)金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(2) 未収入金 

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもっ

て時価としております。 

(3) 被保険者貸付金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(4) 金銭の信託 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

負 債 

(1) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 
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(2) リース債務 

元利金の合計額を、新規に同様の割賦又はリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

Ⅶ 退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当協会は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）を

採用しております。 

退職一時金制度では、退職給付として、勤続年数及び等級に基づく累積ポイント並びに退

職事由に基づき決定された一時金を支給します。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 

退職給付債務の期首残高 20,555,360,568 円 

勤務費用 927,913,283 円 

利息費用 316,483,344 円 

数理計算上の差異の発生額 4,627,289 円 

退職給付の支払額 △894,991,334 円 

退職給付債務の期末残高 20,909,393,150 円 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表 

 

非積立型制度の退職給付債務 20,909,393,150 円 

未積立退職給付債務 20,909,393,150 円 

未認識数理計算上の差異 3,003,359,350 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23,912,752,500 円 

  

退職給付引当金 23,912,752,500 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23,912,752,500 円 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

勤務費用 927,913,283 円 

利息費用 316,483,344 円 

数理計算上の差異の費用処理額 △42,911,108 円 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,201,485,519 円 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 1.54％ 
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Ⅷ 資産除去債務関係 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産のリース期間満了に伴う撤去

費用等に関し資産除去債務を計上しております。 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該リース資産のリース期間（４～６年）と見積り、割引率は当該リー

ス期間に見合う国債の流通利回り（0.510～0.904％）を使用して資産除去債務の金額を算

定しております。 

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 2,207,536,693 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 －円 

時の経過による調整額 18,539,914 円 

資産除去債務の履行による減少額 －円 

期末残高 2,226,076,607 円 

 

Ⅸ 重要な債務負担行為 

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。 

件   名 翌事業年度以降の支払予定額 

協会システムにおける工程管理支援等業務 244,351,800 円 

本部・支部事務所賃料等 4,887,483,325 円 

LAN 環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ

ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務に伴う機器等の

維持管理費 

1,987,065,111 円 

全国健康保険協会システム システム運用業務一式 1,437,812,663 円 

全国健康保険協会健康保険システム保健事業アプリケー

ション保守業務一式 
1,109,504,836 円 

全国健康保険協会統計分析アプリケーション保守業務一

式 
462,382,959 円 

全国健康保険協会マイナンバー管理システムアプリケー

ションに係る保守業務一式 
714,724,032 円 

ポータル・コミュニケーションツールに係る基盤更改対応

及びデータ移行等業務一式（機器類の維持管理費） 
302,457,100 円 

インターネット用システム基盤に係る更改業務並びに更

改に伴うデータ移行等業務一式(機器類の維持管理費) 
2,227,078,214 円 

マイナンバー管理システム基盤に係る更改業務並びに更

改に伴うデータ移行等業務一式(機器類の維持管理費) 
846,838,729 円 

健康保険システム・マイナンバー管理システムに係るネッ

トワーク回線・機器及びサービス提供等の業務に伴う機器

等の維持管理費 

440,466,235 円 

健康保険システム基盤に係る更改業務並びに更改に伴う 5,410,761,708 円 
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データ移行等業務一式(機器類の維持管理費) 

IA サーバー更改に係るハードウェア等の構築一式（機器類

の維持管理費） 
980,054,614 円 

カラー複合機賃貸借及び設置等並びに保守業務一式（維持

管理費） 
359,438,310 円 

LAN 環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ

ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務に伴う機器等の

維持管理費 

3,226,061,866 円 

全国健康保険協会 適用・徴収・現金給付等アプリケーシ

ョン保守業務一式 
1,403,772,084 円 

全国健康保険協会健康保険システムレセプト点検アプリ

ケーションに係る保守業務一式 
737,278,410 円 

インターネット用システム基盤に係る保守業務一式 548,628,960 円 

健康保険システム・情報系アプリケーションの保守業務対

応一式 
338,942,889 円 

全国健康保険協会健康保険システム基盤に係る保守業務

一式 
2,516,164,728 円 

全国健康保険協会マイナンバー管理システム基盤に係る

保守業務一式 
660,704,220 円 

間接システム基盤に係るクラウドサービス利用 226,126,032 円 

ポータル・コミュニケーションツールに係る保守業務一式 440,728,200 円 

健康保険・マイナンバー管理システムに係るネットワーク

回線・機器及びサービス提供等の業務一式（回線使用料） 
829,455,935 円 

OCR に係る設計・開発・及びハードウェア・ソフトウェア

導入・賃貸借・保守業務一式（構築役務及び保守役務） 
164,309,772 円 

ホームページリニューアル及び運用保守業務委託 165,317,790 円 

LAN 環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ

ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務一式（構築役務

及び保守） 

1,670,064,000 円 

インターネット用システムに係るネットワーク回線・機器

及びサービス提供等の業務一式（回線使用料） 
495,646,800 円 

LAN 環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ

ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務一式（回線使用

料） 

364,884,300 円 

情報系システム基盤に係るクラウドサービス利用料 732,708,900 円 

間接システム（人事給与）アプリケーション保守業務 292,178,809 円 

間接システム（財務会計）アプリケーション保守業務 120,074,547 円 

スマートフォンアプリケーションの基盤構築・基盤保守等

業務 
297,162,470 円 

情報系アプリケーションに係るソフトウェア賃貸借（維持

管理費） 
136,242,304 円 
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スマートフォンアプリケーションの保守等業務 357,795,240 円 

合   計 37,134,667,892 円 

 

Ⅹ 重要な後発事象 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅺ その他の注記事項 

１.東日本大震災に係る補助金について 

東日本大震災の被災者に対して実施した令和７年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金

交付要綱（令和７年４月 18 日厚生労働省発保 0418 第３号厚生労働事務次官通知）の３及び

令和７年度東日本大震災復旧・復興に係る全国健康保険協会特定健康診査国庫補助金交付要

綱（令和７年４月 28 日厚生労働省発保 0428 第７号厚生労働事務次官通知）の３に定める事

業に係る国庫補助金受入額並びにその使用状況は以下のとおりであります。 

（単位：円） 

対象事業 受入額 使用状況（*1） 残額（*2） 

医療保険事業(*3) 1,260,977,000 1,260,977,000 － 

特定健診事業 7,000 － 7,000 

合 計 1,260,984,000 1,260,977,000 7,000 

（*1）健康保険における一部負担金等の免除、特定健康診査に係る自己負担金の免除等に

よる費用であり、保険給付費及び健診費用として計上しております。なお、金額につ

いては、開示時点における概算額によっております。 

（*2）国庫補助金の未使用額は、翌事業年度以降に返還が見込まれるため、預り補助金と

して負債に計上しております。また、前事業年度の未使用額については、当事業年度

に 11,000 円を返還しております。 

（ *3）令和７年度の補助金受入額 1,260,977,000円に対し、一部負担金免除額は

1,288,706,090円（開示時点における概算額）でした。平成23年度から令和７年度まで

の補助金受入額（補助金未使用額（返還額）を除く。）の累計36,550,273,315円に対し、

一部負担金免除額等の累計は 42,703,379,239円（令和６年度までの累計額

41,414,673,149円）となっております。 

 

２.固定資産除却損について 

システム基盤の更改に伴い、今後事業の用に供しないことを当事業年度において確定し、

除却したソフトウェアについて、固定資産除却損として7,316,877,192円計上しております。 
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【船員保険勘定】 

 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 財務諸表作成の根拠法令 

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令（平成 20 年９月 26 日厚生労働省令第 144

号）に定める基準により作成しております。 

 

Ⅱ 重要な会計方針 

１．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10～15 年 

工具備品 ５～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、協会内利用のソフトウェアについては、協会内におけ

る利用可能期間に基づいております。 

（3）リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(4) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

なお、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 19 年４月 23 日法律第 30 号）附則第

26 条第３項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附

則第 27 条第２項の規定に基づき、国家公務員退職手当法（昭和 28 年８月８日法律第 182

号）第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）

としての引き続いた在職期間を協会の職員としての在職期間とみなすことにより計上され

る額に相当する額についても、併せて計上しております。 
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① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(5) 役員退職手当引当金 

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

 

３．船員保険法第 124 条の準備金の計上基準 

船員保険事業に要する費用の支出に備えるため、船員保険法施行令（昭和 28 年８月 31 日

政令第 240 号）第 28 条に定める基準により、計上しております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。 

 

５．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

Ⅲ 貸借対照表関係 

有形固定資産の減価償却累計額 27,839,703 円 

 

Ⅳ 損益計算書関係 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 81,564,129,666 円 

資金期末残高 81,564,129,666 円 
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Ⅵ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

当協会は、資金運用については、健康保険法施行令（大正 15 年６月 30 日勅令第 243 号）

第１条の２に定める金融商品に限定しております。 

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従って、財務状況の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

リース取引は、設備投資等に係るものです。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 81,564,129,666 81,564,129,666 － 

(2) 未収入金 3,294,371,270   

貸倒引当金 △95,191,392   

 3,199,179,878 3,199,179,878 － 

資産 計 84,763,309,544 84,763,309,544 － 

(1) 未払金 3,565,361,340 3,565,361,340 － 

(2) リース債務 2,466,917 2,421,077 △45,840 

負債 計 3,567,828,257 3,567,782,417  △45,840 

 

(注)金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(2) 未収入金 

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもっ

て時価としております。 

 

負 債 

(1) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

   （2）リース債務 

     元利金の合計額を、新規に同様の割賦又はリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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Ⅶ 退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当協会は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）を

採用しております。 

退職一時金制度では、退職給付として、勤続年数及び等級に基づく累積ポイント並びに退

職事由に基づき決定された一時金を支給します。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 

退職給付債務の期首残高 399,633,816 円 

勤務費用 24,623,150 円 

利息費用 6,223,569 円 

数理計算上の差異の発生額 △35,971,098 円 

退職給付の支払額 △782,366 円 

退職給付債務の期末残高 393,727,071 円 

 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表 

 

非積立型制度の退職給付債務 393,727,071 円 

未積立退職給付債務 393,727,071 円 

未認識数理計算上の差異 220,587,896 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 614,314,967 円 

  

退職給付引当金 614,314,967 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 614,314,967 円 

 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

勤務費用 24,623,150 円 

利息費用 6,223,569 円 

数理計算上の差異の費用処理額 △26,574,889 円 

確定給付制度に係る退職給付費用 4,271,830 円 

 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 1.54％ 
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Ⅷ 重要な債務負担行為 

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。 

件   名 翌事業年度以降の支払予定額 

次期船員保険システム開発アプリケーション開発等業務 

一式 
397,277,496 円 

合   計 397,277,496 円 

 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

  該当事項は、ありません。 

 

Ⅹ その他の注記事項 

１.東日本大震災に係る補助金について 

東日本大震災の被災者に対して実施した令和７年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金

交付要綱（令和７年４月 18 日厚生労働省発保 0418 第３号厚生労働事務次官通知）の３及び

令和７年度東日本大震災復旧・復興に係る全国健康保険協会特定健康診査国庫補助金交付要

綱（令和７年４月 28 日厚生労働省発保 0428 第７号厚生労働事務次官通知）の３に定める事

業に係る国庫補助金受入額並びにその使用状況は以下のとおりであります。 

 

（単位：円） 

対象事業 受入額 使用状況（*1） 残額（*2） 

医療保険事業（*3） 729,000 729,000 － 

特定健診事業 3,000 － 3,000 

合 計 732,000 729,000 3,000 

（*1）船員保険における一部負担金等の免除、特定健康診査に係る自己負担金の免除等に

よる費用であり、保険給付費及び健診費用として計上しております。なお、金額につ

いては、開示時点における概算額によっております。 

（*2）国庫補助金の未使用額は、翌事業年度以降に返還が見込まれるため、預り補助金と

して負債に計上しております。また、前事業年度の未使用額については、当事業年度

に 1,000 円を返還しております。 

  （*3）令和７年度の補助金受入額 729,000 円に対し、一部負担金免除額は 1,458,405 円（開

示時点における概算額）でした。なお、令和元年度までの補助金受入額（補助金未使

用額（返還額）を除く。）と一部負担金免除額等は同額であり、令和２年度から令和７

年度までの補助金受入額（補助金未使用額（返還額）を除く。）の累計 5,084,000 円に

対し、一部負担金免除額等の累計は 9,197,036 円（令和６年度までの累計額 7,738,631

円）となっております。 

 

２.固定資産除却損について 

船員保険システムの刷新に伴い、今後事業の用に供しないことを当事業年度において確定

し、除却したソフトウェアについて、固定資産除却損として 107,608,127 円計上しておりま

す。 
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